
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 4年度 (2022年度) 事 業 幸晨 告 書
(2022年 4月 1日 ～2023年 3月 31日 )

特定非営利活動法人 MeC

1 事業実施の総括
コロナ禍のため、前年と同様に多くの事業が縮小または一時停止となり、成果は十分に

上げられなかった。月例会議は Zoomオンラインで実施、他の事業も多くは Zoomオン
ラインでの実施となった。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係 る事業
千円 )

(事業費の総費用 【 20.2 】

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

支盃
対象者
範囲

支盃
対象者
人数

事業賞
(千
円 )

社会教育事業
都立大学「日本の産業と企
業」寄付講義の企画・運営

2022 年
度 後期
(13回 )

都 立大学
南大沢 キ
ャ ンパ ス

(対 面 +1
音『 Zoom)

12名 学生及び一
般社会人

200人 10

社会教育事業

研修旅行
(地域の NPO活動の見学、
意見交換等)
コロナ禍で中止

2022 年
10 月́ ～
11月

関西地方 4名
だ争

「

生及び
般社会人

20名 0

社会教育事業
世界の政治 。経済・社会の
最新動向の講演、講演録は
会員専用 HPに掲載

i雨生F
(L月 )

ハイブ リ
ッ ド方式
(対 面 +
ZooΠl)

2名 学生及 び一
般社会人

25名 20.2

学術・文化・芸
術の振興事業

都立大学・健康福祉学部放
射線学科 臨床能力試験実
施で模擬患者を演 じ学生
及び学識経験者に治験を
与える

年 1回
(2023 年
1月 )

al]trt+
ffilrl* t
Y t\7
(Zoom)

7名 学生及び学
識経験者

35名 0

学術。文化。芸
術の振興事業

都立大学・健康福祉学部看
護学科 臨床能力試験実施
で模擬患者を演 じ学生及
び学識経験者に治験を与
える
コロナ禍で中止

年 1回
都立大学
荒川 キャ
ンパス

10名 学生及び学
識経験者

40名 0

学術。文化。芸
術の振興事業

都立大学「自然 と社会と文
化」学外集中講義の企画と
運営

通年

都 立大学
南 大沢 キ
ャンフ スヽ
Zoonl

2名
学生、留学生
及 び学識経
験者

20名 0

学術 。文化・芸
術の振興事業

「ひな祭り」企画 。開催
対面式で実施

2023`年12

月～3月

都立大学
南大沢キ
ャ こ//ノヽス

4名 学生、大学院
生、留学生

不 特 定 多
数

0



科学技術振興
事業

①委基装符ぁ肇着技術
・

② 最新技術情報 。最新動
向の講演

(ハイブリッド方式)

通年
人雲 クラ
ブ会議室
&Zoom

2名 学生及び一
般社会人

25名 0

環境保全活動
の企画・運営

石 ||の 掃活動及び

止コ ロ

通年
石神井川
(西 東 京
市流域)

3名 西東京市民
不 特 定 多
数

0

様々
のネ
ク構

な業界 と
ットワ
築事業

学生。同窓生との情報交換
及び提言討議の定例会議。

木二会 News発行

涌 年

(乙月)
Z00Mオ
ンライン

5名
学生 。一般社
会 人 及 び外
国人

30名 0

社会教育事業

西東京市「日本文化の本質
を学ぶ・古典芸術活動支
援」をテーマとした講演
会・演奏会等の企画・実施

涌年

G白 )
西東京市
柳沢公民
館

2名 一 般 社 会 人
及び外国人

不 特 定 多
数

0



書式第 13号 (法第 28条関係 )

2022年度 活動計算書 (その他事業が立上ヽ場合)
特定非営利活動法人 MeC

21,000
81,000正会員受取会費

賛助会員受取会費

受取寄附金
施設等受入評価益

受取補助金

4

事業収益
事業収益

受取利息
そ

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

会議費
旅費交通費
通信運搬費
II I〕 用サーバーレンタル費
印刷製本費
Web会議ライセンス購入費

0

0

370

19,800

0

0

0

2

役員報酬

給料手当
退職給付費用
福利厚生費

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
登記事項証明書類入手費用
旅費交通費
雑費
金融機関支払手数料

210

0

6,426
0

1,244

41,230
6,204

2

過年度損益修正益
固

災害損失

事 業 報 告 用



書式第 15号 (法第 28条関係 )

2022年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

利 活 人 MeC特定非

金   額

2

1

2

（
０ )

形

現金預金

当座預金

|‖‖卸資産

ソフ トウェア

借地権

敷金

長期貸付金

車両運搬具
什器備品

868,340
113,810

982,150

【A】 資 産 合 計 ①+② 982,150

2

前受年会費
預 り金

長期借入金
退職給付引当金

28,000
0

28,000

28.000

B-2
927,626
26,524

954_150

982,150【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】



16 28 係

2022年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人  MeC

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準協議会)
によっています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固定資産の減価償却の方法

(3)引 当金の計上基準
。退職給付引当金

引当金

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(5)消費税等の会計処理

2.事 業別損益の状況

科 目
事業 事業 事業 事業

事業部門計 管理部門 合計

102,000 102,000

102,000 102,000

370

19,800

6,426

1,244
0

6,204
210

41,230

6,796

1,244

19,800

6,204
210

41,230
75,484
75,484

26,524

.受取会費

.受取寄附金

.受取助成金等

.事業収益

.その他収益
経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当
役員報酬
退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費
通信費
旅費交通費
HP用サーバーレ

金融機関手数料
消耗品費
雑費
その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

ンタル費

収

内容 金 額 算定方法

3.施 設の提供等の物的サー ビスの受入の内訳
円 )



内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考

合計

4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳
円 )

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の按分方法

７
〓

8

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

当期借入 当期返済 期末残高科 目 期首残高

合計

計算書類に

計上された

金額

と員

引

役

取
ヽ
の

内 内、近親者

及び支配法

人 との取引

科 目

(活動計算書 )

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

その他の事業に係る資産の状況



書式第 17号 (法第 28条関係 )

2022年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 MoC
単位 :F[

令 ′lヽ 二十

現金預金

手元現企
西武信用金庫立川南口支店 普通預金
ゆうちょ銀行振替 |1座 (立川柴崎郵使局)

982,150
0

868,340
113,810

未収企
○○事業未収金
▲▲事業未収企

棚卸資産
販売用寄附1物品

1

車両運搬具
事業用車両

イ1器備品
パソコン′

ソフ トウェア
オペレーションシステム

文書編集 ソフ ト

借地権

敷 今

長 期 貫 付 金

【A】 資 産 合 計 |〕 +② 982,150

未1前払年会費
上会員前払年会費
賛助会員前払午会費

28,000

預 り金

源泉徴収税

長期借入金
○○銀行借入金

退職給付引当企
職員

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 28.(X〕0

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 954.150



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

2022年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人 MeC

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)氏   名

1

⌒

Qジ 監事
すわない みきひろ 2022年 4月 1日

2023年 3月 31 日

年  月  日

年  月  日諏訪内 幹弘

2
⌒

.ヽ型フ・監事
ささがわ かずお 2022年 4月 1 日

2023年 3月 31 日

年 月

月

日

日年笹川 和郎

3 監事

おおくば まさお 2022年 4月 1 日

2023年 3月 31 日

年  月  日

年 月 日大久保 正雄

4 監事

よしだ としお 2022+481H

2023年 3月 31 日

年  月  日

年  月  日吉田 俊雄

5 監事
すえみつ まさただ 2022年 4月  1 日

2023年 3月 31 日

年 月

月

日

年 日末光 正忠

6

⌒

鯉ブ・監事
なかじょう つよし 2022年 4 月 1 日

2023年 3月 31 日

年  月  日

年  月  日中城 岡」志

7 監事

みつふじやすこ 2022年 4月  1 日

2023年 3月 31 日

年 月

月

日

日年光藤 康子

8 監事

いしはら ひろし 2022年 4月 1日

2023年 3月 31 日

年  月  日

年 月 日石原 裕

9 監事

こいぶち しげる 2022年 4月 1日

2023年 3月 31日

年  月  日

年  月  日鯉淵 滋

10

⌒

雙壁ジ・監事
たかべ あきとし 2022年 4月  1 日

2023年 3月 31日

年  月  日

年  月  日高部 明敏



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

11
⌒

理事黎聟リ
からやま よじひこ 2022`年14月  1 日

2023年 3月 31 日

年   月 日

日年 月村山 祥彦

12 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

13 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

2022年 度  社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法 MeC

氏   名

1
石館 陸男

2 岡田 元浩

3 小野崎 敏

4 君塚 宏

5
久崎 力

6
久保 義丸

7 黒川 信

8 白銀 征太郎

9
中澤 勲

10
八日 秀夫

11
藤井 喜一郎

12 山田 昭正


